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Ⅰ.はじめに

株式会社は,経済的には株主の経営者に対す

る委託経営であるといってよい｡したがって,

経営者ほ株主のために会社の経営を行なう義務

があり,その財政状態および経営成果の報告

紘,この義務に伴なうものである｡そこで,会

社の経理内容をどのような方法で把握し,どの

ような形式で,どの程度まで公開すべきかとい

う問題は,きわめて重要となってくる1)｡企業

経営の開示は,いわゆる所有と経営の分離現象

が顕著になるとともに,一般株主の保護のた

め,特に営業報告書〔Gescbaftsbericht〕の従来

のあり方を改善することが求められるようにな

った.

近時,企業の社会的責任〔corporate social

responsibility〕の明確化にともない,会社が社

会的責任を果たすためになした事項や費用(環

境保全･公害防止･諸種の寄附等)を営業報告

書において明らかにすることが,漸次要請され

てきた望).これは,株主あるいは債権者の救済

手段としては,企業の経理および業務内容のデ

ィスクロージャーこそもっとも効果的な手段で

あるという傾向が強くなってきたからにはかな

らない3)0

そこで,法務省民事局参事官室の名のもとに,

株式会社に関する株式制度,検閲制度,計算･

公開制度についての3つの改正試案が,昭和52

年5月以来順次公表され,営業報告書について

ち,かなり大幅な改正が貯余曲折を経て実現さ

れるに至った｡すなわち,試案の段階では,会

社の業務の状況に関する重要事項を記載しなけ

ればならないのは,すべての規模の株式会社と

されていたのを,改正要綱では,大会社につい

てのみ,営業報告書の記載方法を法務省令で定

めるものとした｡しかし,昭和56年改正商法で

は,商法自体に,営業報告書の内容に関する規

定をおかないこととし,その記載方法について

のみ,会社の大小を区別しないで,商法中改正

法律施行法49条を改正して法務省令でこれを定

めることができるとした｡昭和57年4月に制定

された法務省令では,小会社を除いて,結局9

項目の記載事項が法定されることとなった｡従

莱,営業報告書は,株主総会の承認を受けなけ

ればならなかったけれども,昭和56年改正法に

より,総会にほ提出しなければならないが,敬

締役はその内容を報告すればよいことになっ

たo このような点に,昭和56年商法改正の特色

の1つがあるといえよう｡

営業報告書に関する昭和56年改正商法の考え

方を検討するに際してほ,常にディスクロージ

ャー制度のあり方と関連させて考察することが

不可欠である｡また,営業報告書を考察するに

際しては,営業報告書制度が導入された当初の
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考え方と,その後における周辺規定の新設･改

正による状況変化,特に昭和25年の商法改正に

ょって導入された附属明細書制度との関係を軽

視することはできない｡事実,営業報告書に関

する解釈ほ,このような状態の下で,非常に混

乱していたというべきであろう｡そこに,今回,

営業報告書の内容を法定する商法改正が成立し

たのであるが,改正商法が,営業報告書として

いかなるものを考えているのか,法定記載事項

の範囲等は妥当なものかどうかについて,若干

の考察を試みることに主たる課題を置いたの

が,本稿である｡

ⅠⅠ.営巣報告書関連規定の制定過程

〔昭和56年商法改正前の営業報告書規定〕

わが国では,営業報告書に関する規定は,明

治23年旧商法218条が, ｢会社-毎年少クトモー

回計算ヲ閉鎖シ計算書,財産目#,貸借対照

急事業報告書,利息又-配当金ノ分離案ヲ作

り監査役ノ検査ヲ受ケ総会ノ認定ヲ待タル後財

産目録及ヒ貸借対照表ヲ公告ス｣と規定し,汰

いで,明治32年新商法190条ほ, ｢取締役-定時

総会ノ会日ヨリー週間前二左ノ書額ヲ監査役二

提出スルコトヲ要ス｣と定め,その書類とし

て,業務報告書を営業報告書に改めて, ｢財産

目録,貸借対照表,営業報告書,損益計算書,

準備金及ヒ利益又-利息ノ配当二閑スル議案｣

が挙げられていた｡

その後においては,営業報告書に関する特別

な改正はなく,昭和49年の商法改正前までは,

営業報告書は,取締役が作成し,監査役の報告

書とともに,定時株主総会の会日の1週間前か

ら本店に備置き,株主および債権者の閲覧に供

されるとともに,定時株主総会に提出されて,

承認を待なければならないとされていた｡した

がって当時においてほ,営業報告書は間接開示

の要請に応える書類であったわけである｡しか

しながら,昭和49年の商法改正によって,営業

報告書は,貸借対照表,損益計算書および利益処

分案とともに定時株主総会の招集通知の添付書

類とすることに改められた(商283条2項)｡そ

のため,営業報告書は,ほじめて直接開示の書

類としての意義を有することとなった｡

ところで,昭和40年前後に,大規模株式会社

倒産事件が相次いで以来,企業に対するいわゆ

る社会的責任が問われるようになり,会社企

莱,特に株式会社制度の見直しが,強く要請さ

れていた｡そこで,昭和49年にほ,監査役の権

限強化を中J亡)とした商法改正が行なわれたが,

その際,衆議院本会議(昭和48年7月3日)お

よび参議院本会議(昭和49年2月22日)におい

て,社会的責任を全うすることができるよう,

引続いて検討し,早急に法律案を国会に提出す

ることという趣旨の附帯決議が出された｡

〔会社法改正に関する問題点〕

これらの附帯決議を受けて,法務省民事局参

事官室は,昭和50年6月12日に｢会社法改正に

関する問題点｣を公表し,意見照会を行なった｡

この意見照会には,株式会社制度の改善に関す

る問題点として, ①企業の社会的責任, ②株主

総会制度の改善策, ③取締役及び取締役会制度

の改善策, ④株式制度の改善策, ⑤株式会社の

計算･公開, ⑥企業結合･合併･分割につい

て, ⑦最低資本金制度及び大小会社の区分とい

う7つの項目があげられていた｡

このうち, ｢営業報告書｣についてほ,第五

番目の｢株式会社の計算･公開｣のこにおい

て, ｢営業報告書の記載事項を法定すべきか｡

特に記載すべき事項として,例えば,次のよう

なものについて,どう考えるか｡その他にどの

ようなものがあるか｡｣と,次の9つの事項を列

挙するという形式でその記載内容が問われた｡

(-)重要な財産の得喪変更に関する事項

E)株式,社債の発行等に関する事項

ej 自己株式等に関する事項

絢 子会社等に関する事項

斡 役員報酬に関する事項

67<)役員,支配株主等と会社との利害に関す

る事項
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(i)従業員の人数,給与総額等に関する事項

㈹ 公害の防止,消費者の保護その他社会と

の関係において生じた問題及びそれに対

し講じた措置に関する事項

帥 重要な寄附に関する事項

営業報告書の記載事項を法定した方が,経営

内容の開示を徹底するためにより有効ではない

かという趣旨で提起されたものである4)が,寄

せられた各界意見のうち,経済界の意見ほ消極

的な色彩が濃厚であったが,その他はこれにつ

いて積極的な意見であったようである5)｡

〔株式制度に関する改正試案〕

昭和52年5月16日には｢株式制度に関する改

正試案｣が同参事官室から公表された｡営業報

告書に関する部分ほ, ｢第三自己株式の取得等

三自己株式の計算上の処理｣であり,｢会社ほ,

自己の計算で取得している自己の株式を営業報

告書において開示し,かつ,貸借対照表の流動

資産の部に別項を設けて記載しなければならな

い｡｣とし,その(注) (1)では, ｢営業報告書に

おける自己株式の開示ほ,取得の事由別に株式

数を記載することとしてはどうか｡｣という提

案がなされている.また,第三における｢五

自己株式を担保として取ることについての制

限｣の(ち)では, ｢会社は,自己の株式を債権の

担保に取っているときは,営業報告書に株式数

等を記載しなければならない｡｣と,同様に｢岩

子会社が取得し又は担保として取っている親会

社の株式の計算上の処理｣の(a)では, ｢子会社

が親会社の株式を自己の計算で取得し又ほ債権

の担保として取っている場合には,親会社及び

子会社は,その営業報告書において三文ほ五(b)

に準じて開示しなければならない｡｣と各々提

示された｡しかし,自己株式の計算上の処理と

して,営業報告書-の記載に関しては,財罪諸

団体は,強く反対した｡その主たる根拠として,

営業報告書は,営業活動を記載するもので,短

期間内に処分しなければならない自己株式の記

載にほ適当でない等が主張されている｡また,

子会社が親会社の株式を取得しまたは担保とし

(23) 23

て取ったときは,親会社および子会社の営業報

告書において開示し,子会社の貸借対照表流動

資産の部に別項を設けて記載しなければならな

いという点についても,財界諸団体は反対した

が,その他の団体はいずれも賛成した6)0

〔株式会社の検閲に関する改正試案〕

昭和53年12月25日には, ｢株式会社の機関に

関する改正試案｣が同参事官室から公表され,

そのうち,営業報告書に関するものとしては,

｢第一一株主総会の権限1計算書類及び利

益の処分 a会計監査人による監査を受けない

会社｣という項目において, ｢貸借対照表,損

益計算書及び営業報告書は,株主総会の承認を

要し,資本の欠損の填補のための準備金の使用

及び利益の処分ほ,株主総会が決定する｡｣と

し,その(荏) (1)で, ｢営業報告書をも承認の

対象とするか,その記載内容をどうするかは,

会社の計算の問題として検討する｡｣というこ

とが示され, ｢b会計監査人による監査を受け

る会社｣は, ｢イ 貸借対照表,損益計算書及び

営業報告書は,会計監査人及び監査役の適法と

する意見があったときは株主総会の承認は要し

ない,ただし,その内容を株主総会に報告しな

ければならない｡｣とし,その(荏) (2)におい

て, ｢計算書類ほ,会計監査人による監査を受

ける会社についても,株主総会の承認を要する

ものとするとの意見があるがどうか｡｣との提

起がなされた｡また,取締役の責任に関する競

業避止義務についても,その第二六cにおいて,

｢会社は,取締役が自己又は第三者のためにし

た営業の部額に属する取引の重要な事項を営業

報告書に記載しなければならない｡｣とし,そ

の(荏) (1)で｢営業報告書による開示に代えて,

附属明細書において開示するものとするかどう

かほ,会社の計算の問題とともに検討する｡｣

という提言がなされ,取締役･会社間の取引に

ついても,六2a(荏)において同様の提示がな

された｡なお,監査役の報酬については,第三

六1aにおいて, ｢監査役の受けるべき報酬の

額ほ,取締役の受けるべき報酬の額とは別に{
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株主総会が決定する｡支払った報酬の額ほ,営

業報告書に記載しなければならないo｣とし,

その(荏) (1)では, ｢営業報告書-の記載方法は

別に検討する｡｣とされていた｡

営業報告書を総会の承認事項とするかどうか

については,消極的意見が目立ち,競業取引の

開示に関しては,附属明細書に記載することで

充分であるという意見が多数であり,すべて

の取引を営業報告書に開示することは不可能あ

るいは検討の余地があるという意見も出され,

取締役･会社間の取引についても同様であっ

た･.また,監査役報酬の開示に関しては,試案

に反対する意見も多く,従来どおり附属明細書

において開示すればよいというのがその理由で

ある7)o

〔株式会社の計算･公開に関する改正試案〕

昭和54年12月25日にほ, ｢株式会社の計算･

公開に関する改正試案｣が同参事官重から公表

された｡ここでは, ｢一計算書類等｣の五にお

いて会社の大小にかかわらず, ｢業務報告書に

ほ,法務省令で定めるところにより,会社の業

務の状況に関する重要な事項を記載しなければ

ならない｡｣として,その(荏) (1)で, ｢業務報

告書の記載事項を次のように定めることはどう

か｡｣と, 9つの事項を列挙した｡

(a)貸借対照表及び損益計算書の作成につき

採用した重要な会計方針

(b)子会社の数,総資産及び総資本,子会社

の総資本において会社の有する割合並びに

子会社の営業による収入及び利益又は損失

の総額(子会社以外の会社との資本提携等

の状況を記載するものとするかどうかは,

なお検討する｡)

(c)大枚主及びその持株数並びに大株主が株

式会社である場合には,会社がその計算に

おいて取得している当該株式会社の株式の

数

(d)過去3年の営業成績の比較

(e)決算期後に生じた会社の業務に関する重

要な事実

(i)役員の数及び報酬の総額

(蛋)会社が無償でした金銭,物品その他の財

産上の利益の供与(反対給付に比し著しく

過大な給付を含む｡)の総額

(h)会社の業務の状況及び将来の見通しにつ

いての検討の結果

(i)その会社の業務に関する重要な事項

さらに, (注)(2)で, ｢法務省令で定める事項

のほか,業務報告書に記載すべき事項を定款又

は総会の決議で定めることができるものとする

ことはどうか｡｣と提示されている｡

このように,当該改正試案でほ営業報告書を

業務報告書と改称し,法務省令で定める会社の

業務の状況に関する主要な事項を記載するもの

としている｡

従来の営業報告書を業務報告書として定めた

のは,従来から営業報告書の性格についてほ会

計学上議論があったため,仮りに営業報告書と

いった場合には,会計に関する事項ほ記載すべ

きではなくて,会計に閲しない事項に限定する

という見解の生ずる余地があったこと,およ

び,株主に対して直接開示すべきものを記載す

るところの商法上の開示書額として,その記載

事項を明らかにしなければならないことなどか

ら,わざわざ業務報告書と呼び直して,新しい

構想によってその内容を検討し,整備しようと

するところにその理由があったようである8)0

業務報告書の記載事項を法定することの是非

については王 財界は一部の団体を除いていずれ

も反対であるのに対し,法曹会および学界諸団

体は全面的に賛成であった.

反対する理由として,企業の自主的判断に任

せるべきであって,法定するときほ,企業の創

章工夫を減殺し,かえって,ディスクロージャ

ーの後退を招くことになるから,業務報告書に

記載すべき事項は,会社の業務に関する重要な

事項というように,概括的一般的に規定するに

とどめるべきであるという点にあった9)o 賛成

の理由としてほ,業務報告書には,会社の業務

に関する重要な事項を記載すべきであるが,何
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が当該会社にとって重要であるかは,各会社の

個性によって異なるし,時代によっても流動す

るけれども,そのなかでも,各会社,各時代を

通じて共通な重要事項が存在することは否定で

きないし,また,会社によっては,故意またほ

過失によって,記載すべき事項を記載しないと

いうことも考えられるので,記載事項を法定す

るのに意義があること,ディスクロージャー制

度充実の面から,情報開示の手段とするために

ほ記載内容を法定することが必要であること,

従来では,営業報告書の記載事項が法定されて

いないため,その考え方に議論があり,業務報

告書の性格づけと開示すべき最低限の記載事項

を法定することは方向として適当であること,

株主等にとって必要とする開示事項が,特定の

会社において欠けるような場合には,開示御慶

の不備が再び問われることになるので,法定す

ることが望ましいこと,業務報告書のあり方を

めぐっての実務上の混乱を防ぎ,記載の過不足

をきたさなくなることなどが挙げられた10)｡な

お,業務報告書において開示すべき事項は,法

律において規定すべきか,省令でもよいかにつ

いて,時代の変化に対応するために適切である

から,省令で記載事項を定めることに賛成する

ものもあれば,法務省令に定めると,後日意見

照会もなしに義務づけられるおそれがあると反

対する意見もあった11)｡また,会社制度自体が

存するかぎり,社会的変化があっても,変化し

ない事項もあるから,そのような事項は,商法

に規定しても差支えないという意見もあったよ

うである12).

計算･公開に関する改正試案-8では,業務

報告書及び附属明細書の記載事項のうち法務省

令で定める会計に関する事項についても一定規

模以上の会社13)紘,監査役の監査のはか,会計

監査人の監査を受けなければならないとされ

た｡この点についても財界からは反対意見が出

されているが,その他の意見は,業務報告書中

会計に関する事項につき会計監査人の監査を要

するとしたことは,会計に適正さが保証される

(25) 25

ことを理由に賛成する｡

当該試案-8 (注)(1)では,会計監査人の監査

を受けなければならない事項として, 5 (注) (1)

(a),(b),(e),(f)及び(g)に掲げる事項とすること

はどうか,ということが提案され,(荏)(2)では,

5 (荏)(1)(i)又は(荏)(2)により業務報告書に記載

された会計に関する事項についても,会計監査

人の監査を受けるものとするかどうかほ,なお

検討するということが示されている｡会計監査

人の監査を受けなければならない具体的項目に

ついてほ,会社が開示する情報のうち会計に関

するものはすべて,会計監査人の監査を受ける

べきであるとして,試案の提案に賛成する意見

もあるが,業務報告書にほ,会計監査の対象と

なるべき事項を記載すべきでないことを理由と

して反対する意見もあった｡

当該試案-10は, ｢貸借対照表及び損益計算

書は,定事総会の承認を得なければならない｡

ただし,会計監査人及び監査役の適法とする意

見があったときほ,この限りでない｡｣とし,

その(荏)(1)で, ｢業務報告書については,総会

の承認を要しない｡｣と提案する｡

総会の承認を要することとするかどうかにつ

いては, ｢株式会社の機関に関する改正試案｣

では検討事項とされていたものである｡試案の

立場に賛成する意見もあれば,反対する意見も

あったようである14)｡

結局,当該改正試案は,業務報告書と附属明

細書の関係について,株主に直接開示するも

のを適当とする重要な事項を業務報告書に記載

し,抹主に間接開示するだけでよいとみられる

重要性に比較的乏しい事項を附属明細書に記載

するものとした15)｡

〔商法等の一部を改正する法律案要綱案および

同法律案要綱〕

昭和55年12月24日には,法制審議会商法部会

より, ｢商法等の一部を改正する法律案要綱案｣

が決定され,法制審議会に報告された16),この

要綱案の内容ほ,関係各団体の意見を加えつつ,

すでに公表された3つの試案を骨子とするもの
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で,第一商法の一部改正七会社の計算1計

算書額等Ejにおいて, ｢営業報告書には,当該

営業年度における営業の経過その他会社の状況

を明らかにする重要な事項を記載しなければな

らない｡｣と定める｡これは,従来においてほ,

営業報告書にどのようなことを記載するかにつ

いて何ら法律は規定していないため,これを法

律で明らかにしようとするものである｡ただ,

会社一般についての原則的な規定を置くだけと

し,大会社についてのみ,営業報告書の記載方

法を法務省令で具体的に定めることとされた｡

これほ,大会社以外の会社についてまで,営業

報告書の記載の方式を定めることは,中小会社

に負担をかけすぎるということが考慮されたか

らにほかならない17). ;7<)において,｢取締役は,

営業報告書を定時総会に提出してその内容を報

告しなければならない｡｣と定める｡ここで再

皮,業務報告書から営業報告書に改称されたの

紘,業務報告書という表現に改めようとする場

令,業務という言葉には会計事項は意味しない

と解されるおそれが出てくること,関連する法

令があまりに多いために極めて大変な作業を要

することがその理由である18)｡結局,元の営業

報告書という用語に戻すが,内容に新しいもの

を加えるというような改正となったものであ

る.

なお,要綱案第二, ｢株式会社の監査等に関

する商法の特例に関する法律の一部改正｣ -質

本の額が5億円以上の株式会社等に関する特例

4会社の計算(-)およびEjにおいて,会社の営業

報告書の記載方法その他の様式は,法務省令で

定めるとし,会社は,第一の七1Hに掲げる書

煤(営業報告書及び附属明細書については,会

計に関する部分に限る｡)について,監査役の

監査のほか,会計監査人の監査を受けなければ

ならないと定める｡この点については,改正試

案と異なるところはない｡

また,営業報告書は事実を記載するものであ

るから,これを東認するということ自体必ずし

も適当でほないため,営業報告書については,

株主総会において単に報告すれば足りることに

している｡

法制審議会ほ,この要綱案に基づいて,昭和

56年1月26日の総会で, ｢商法等の一部を改正

する法律案要綱｣を決定し,法務大臣に答申し

た｡営業報告書についてほ,要綱案と変るとこ

ろはない｡ただ,全体としては,改正案の段階

で大変細かく検討されていたものが,改正要綱

でほ,単に｢記載方法その他の要式は,法務省

令で定める｣とだけ触れているた捌こ,改正試

案との関連が全般的に明確でないとの指摘がな

されているが,これに対しては,法務省令で規

定すべきことは要綱では取り上げなかっただけ

であるとの意見が示されていた19)o

〔昭和56年改正商法〕

昭和56年5月15日に, ｢商法等の一部を改正

する法律案｣およびこれに関係する法律の整理

のための法律案が衆議院本会議で,次いで6月

3日には,参議院本会議で可決され,商法改正

(昭和56年法律74号)は成立した｡

営業報告書の記載事項については法律案の立

案の段階で,法律案要綱の定める｢当該営業年

度における営業の経過その他会社の状況を明ら

かにする重要な事項を記載しなければならな

い｡｣ことを前提として,この趣旨の新たな規

定を商法中に置かないこととされた｡その理由

は,明治32年の現行商法施行以来,営業報告書

は会社において作成されてきたのであり,そこ

に会社の営業の状況が記載されるべきことは当

然の前提とされてきたので,いまになってあら

ためて,営業報告書についての記載事項を規定

することはおかしいし,必要もないという点に

あった｡あるいは,法務省令に規定する方が,

改正が容易であり,記載事項の内容の弾力性に

富むと考えられたからである20)｡

営業報告書の記載方法については,会社の大

小の区別をしないで商法中改正法律施行法49条

杏,従来の｢株式会社ノ貸借対照表,損益計算

書及附属明細書ノ記載方法-命令ヲ以テ之ヲ定

ム｣から, ｢株式会社ノ貸借対照表及公告スべ
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キ要旨,損益計算書,営業報告書並二附属明細書

ノ記載方法-命令ヲ以テ之ヲ定ム｣と改正し,

法務省令で定めることができるとされた21)｡

営業報告書の承認という点については,従

莱,株主総会で承認を受けなければならないと

されていたのを,今回の改正では,営業報告書

を定時総会の承認の対象から除外し,取締役が

その内容を定時総会に報告することで足りると

改められた22) (商283条1項)｡

〔法務省令制定に関する問題点〕

昭和56年10月9日に,法務省民事局参事官室

の名において, ｢法務省令制定に関する問題点｣

が公表された23)｡省令の制定･改正を要する事

項のうちでも,営業報告書の記載事項は,株主

に対する直接開示手段として,間接開示手段と

しての附属明細書の記載事項とともに,開示充

実を図るための中心をなすものといえよう｡

この問題点の中で, -営業報告書として,

｢営業報告書には,次の事項を記載するものと

することはどうか｡｣と提案し, 10項目を列挙

している｡

1主要な事業内容,発行済株式の内容及び

総数,主要な営業所･工場,従業員の状況

その他の会社の現況

2 その営業年度における営業の経過及び成

果(設備投資の状況,資金調達の状況,営

業部門が分かれているときは,部門別の記

載を含む｡)

3 親会社,子会社その他企業結合の状況及

びその成果

(荏) ｢結合企業の活動の状況｣とすること

はどうか｡

4 会社が対処すべき課題及びこれについて

の方針
5 その営業年度における取締役及び監査役

の氏名(住所),主な職業又は任務及び持株

敬

6 大株主,その持株数及び大株主への資本

参加の状況

(27) 27

7 主な借入先,借入額及びその持株数

8 過去3年間以上の営業成績の推移及びこ

れについての説明

9 決算期後に生じた会社の状況に関する重

要な事実

10 その他会社の状況に関する重要な事実

(注) 1営業報告書の記載について,企業

秘密保護条項を定めるべきか(西ドイ

ツ株式法160条4項等参照)0

2 小会社(資本金1億円以下)につ

いてほ適用除外にすることほどうか｡

3 中会社中キついては,特例を設けな

いとすることほどうか｡典型的に記載

を要しないものとすべき事項がある

か｡

公表された｢法務省令制定に関する問題点｣

については,株主に対し会社の経営状況を報告

すれば足り,受託責任の遂行の状況を特に明ら

かにする必要はなく,省令による規制は最小限

にとどめ,企業の自主的運営に委ねるべきであ

るとするもの,株主をミスリードする開示や企

業秘密に属するものの開示は望ましくないとす

るもの,作成期間が極めて短い点も考慮すべき

であるとするもの,記載事項の省令による規定

ほ,会社の創意工夫を阻害し,ディスクロージ

ャーの後退を招くと懸念するもの, ｢事業報告

書｣の効用も考慮して,開示内容は最小限度と

すべきであるなどの意見が寄せられた24)｡

〔貸借対照表,損益計算書,営業報告書及附属

明細書に関する規則〕

昭和54年4月24日には, ｢貸借対照表,損益

計算書及び附属明細書に関する規則の一部を改

正する省令｣ (昭和57年法務省令25号)による

｢貸借対照表,損益計算書,営業報告書及び附

属明細書に関する規則｣ (以下, ｢計算書額規則｣

という)の改正が, ｢大会社の監査報告書に関

する規則｣ (昭和57年法務省令26号)および｢大

会社の株主総会の招集通知に添付すべき参考書

類等に関する規則｣ (昭和57年法務省令27号)

の制定とともに公布された｡
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改正計算書類規則,第1章総則第2条2項

ほ, ｢営業報告書は,会社の状況を正確に判断

することができるよう明瞭に記載しなければな

らない｡｣と定め,第4章｢営業報告書｣第45

条ほ,次のように規定する｡

第45粂 営業報告書には,次の事項その他会

社の状況に関する重要な事項を記載しなけ

ればならない｡

-

主要な事業内容,営業所及び工場,秩

式の状況,従業員の状況その他の会社の

現況

二 その営業年度における営業の経過及び

成果(資金調達の状況及び設備投資の状

況を含む｡)

三 親会社との関係,重要な子会社の状況

その他の重要な企業結合の状況

四 過去3年間以上の営業成績及び財産の

状況の推移並びにこれについての説明

五 会社が対処すべき課題

六 その営業年度の取締役及び監査役の氏

名,会社における地位及び担当又は主な

職業

七 上位7名以上の大株主及びその持株数

並びに当該大株主への出資の状況

八 主要な借入先,借入額及び当該借入先

が有する会社の株式の数

九 決算期後に生じた会社の状況に関する

重要な事実

2 営業の部門が分かれている会社にあって

は,前項第2号の記載ほ,その部門別にも

しなければならない｡ただし,資金調達の

状況その他の記載が困難な事項について

は,この限りでない｡

3 前2項の規定は,小会社については,過

用しない｡

ⅠⅠⅠ.営業報告書の意義

昭和56年改正商法のもとでも,商法自体が営

業報告書について直接規定することほしていな

い｡この点で従来と変るところはない｡しか

し,商法281条の3第2項6号において,監査

役の監査報告書の記載事項として, ｢営業報告

書ガ法令及定款二従ヒ会社ノ状況ヲ正シク示シ

タルモノナルヤ否ヤ｣と定めていることから,

営業報告書は,会社の状況を示すものであるこ

とを法律上明らかにしている｡この規定を受け

て,計算書類規則2粂2項が, ｢営業報告書は,

会社の状況を正確に判断することができるよう

明瞭に記載しなければならない｡｣と定める｡

営業報告書に関する規定は,商法制定当初か

ら認められているにもかかわらず,その記載内

容まで法定化しようとしたのは,昭和56年商法

改正の際の法務省令がはじめてである｡営業報

告書め規定を設けた当初においてほ,機関のあ

り方として,株主総会中心主義を採用していた

こともあって,計算書類のように数字をもって

ほ明らかにされないような経過した年度におけ

る主な営業活動の内容･概要,取締役の責任の

有無の判断の材料となるもの,次年度以降に対

する経営者の見通し,財産の主な移動というよ

うなものを明らかにするために必要と考えられ

てきたのが,営業報告書という書類であった25).

しかし,その後の周辺規定の改正により,次第

に計算書類の内容を補足説明するという性格を

もつようになった｡株主総会中心主義から取

締役会中心主義を採用する昭和25年商法改正に

より,附属明細書制度が新設されたことにとも

ない,昭和56年商法改正に至るまで,営業報告

書の解釈は非常に難しくなってきたという状況

にあった｡

営業報告書は,一般に,その営業年度におけ

る会社の営業状況を文字をもって記載した報告

書であるという点に特色を有する計算書類の一

種である,と解されている｡

営業報告書に相当する書類の名称ほ,一様で

なく,広義においては,計算書類全体を意味す

るものとして使われる｡狭義においては他の計

算書類とは区別され,業務報告書,事業報告書

などと呼ばれることもある26)｡諸外国において
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ち,年次報告書とか取締役報告書等として法定

され,記載事項について定めを置いている｡

わが国の商法ほ,取締役が他の計算書類とと

もに営業報告書を毎決算期に作成し(商281条1

項3号),監査役の監査を経たうえで(商281条

の2第1項),株主総会の招集通知に添付して株

主に送付し(商283条2項),同時に総会の会日

の2週間前から本店に5年間!支店にその謄本

を3年間備置いて,株主および会社債権者の閲

覧に供し(商282粂),総会において,取桁役

は営業報告書の内容を報告しなければならない

(商283条1項)とされ,その正確性を保証する

ために,虚偽の記載については,取締役に対し

責任を課し(商266条の3第2項),罰則の制裁

(商498条1項19号)を定めている｡しかし,

営業報告書の内容については,今回の昭和56年

商法改正に際しても,直接これに触れるような

新しい規定を設けなかった｡昭和56年商法改正

ほ,会社の自主的な監査機能の強化とその運営

の適正化を図ることにあった｡そこで,商法改

正にともなって計算書類規則を改正し,営業報

告書の記載事項を具体的に定め,会社の業務お

よび財務の内容の開示を,株主および債権者に

対し強化するに至ったことに,大きな意義を認

めることができる｡法務省令といえども,営業

報告書の記載事項が相当程度厳格に規定された

ことにより,経営者たる取締役は,その開示に

消極的にならざるをえないような事項について

も記載することを避けられなくなったという点

で,記載事項を任意的記載とした場合よりも,

いわゆる企業の社会的責任を果たすための開示

に関しては,効果があるものといえよう｡

〔他の計算書類との関係〕

営業報告書と,他の計算書類との関係は,質

借対照表および損益計算書の作成にあたって

は,営業報告書の場合と異なり,まず,その会

計処理の方針が採用されなければならない｡採

用された会計方針に従って,数額が算出される

ことになる｡したがって,貸借対照表および損

益計算書を作成するについては,どのような会

(29)29

計処理の方針を採用すべきかの判断が極めて重

要とならざるを得ない｡定時株主総会が,これ

らの書類を承認するとすれば,まず,採用され

た会計処理方針が相当であるか否かを判断した

後,その方針に基づいて算出された数額が真実

か否かを承認することになる｡この点,営業報

告書ほ,その記載の前提となる方針というもの

は存在しないから,その記載について定時株主

総会が承認するとしても,その対象は,それが

真実か否かというにすぎない｡しかし,利益金

処分案は,算出された利益についての純然たる

処分であって,判断そのものであるということ

ができる27)0

このように,営業報告書は他の計算書類とは

異なるものであるが,同時に他の計算書類と一

体をなしているものであるから,他の計算書撰

において数字でもって示されている部分を説明

または解説するはか,他の計算書類において示

されていない事項または数字をもって表示する

ことのできない事項についても説明することが

できる28)｡しかし,従来,営業報告書の様式に

ついては,その規定がなかった｡けれども,秩

主が営業報告書によって,会社の営業の状況を

知るに足りるものでなければならないのほ,当

然のことである29)｡このように営業報告書につ

普,商法が形式自由主義を採った理由について

は,かって,他の計算書類と同様に企業の規

模,事業の種類の具体的事情に適応した合理的

な形式と内容が生成されることを期待してのこ

とである30)と考えられていたo

もっとも,特別法およびこれに基づく関係語

規則には,公共的性格の強い事業を目的とする

会社であることを理由に,営業報告書またはこ

れに相当する報告書の様式を定めているもの

は,かなり以前から存在する31)｡これら営業報

告書類ほ,官庁の業務監査上の必要からかなり

詳細であり,専門的である点に特色がある｡

営業報告書と附属明細書との関係について

は,前者は附属明細書を認めないドイツ法から

由来するものであり,後者は昭和25年の商法改
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正の際にアメリカ法の影響を受けて導入された

という点で,両者ほ制度上の沿革を異にする｡

そこで,計算･公開の改正試案の段階ではある

が,附属明細書に関する規定が入ってきたとた

んに,貸借対照表や損益計算書の補足説明の磯

能はそちらに奪われてしまって,営業報告書は

計算書類でほなくなってしまったと理解した方

が,かえって計算書類の槻能と株主に対して直

接開示すべき事柄というものが明瞭となること

から,営業報告書は計算書類ではないが,その

作成や直接開示等に関する扱いは計算書類と同

じであるという一種独特の会社法上の書類と解

する学説32)がある.しかし立法論としてはとも

かく,今回の商法改正後においては,規定の解

釈上,少なくとも部分的(商法特例法13条2項

参照)には,計算書類の1種として営業報告書

を理解すべきことになろう｡

営業報告書と附属明細書の区別の基準の1つ

として,記載内容が営業報告書よりも附属明細

書の方が詳細であることを挙げることができ

る｡しかし,この区別には,会社の費用負担と

いう実際上の問題が大きく影響している｡すな

わち,営業報告書はすべての株主に,ただし単

位株制度適用会社にあたっては単位未満株式を

有する株主を除いたすべての株主に,送付する

ことを要するから,会社は,その作成送付につ

き多額の費用を負担することになる｡他方,附

属明細書の場合は,定時株主総会に提出される

こともないし,またその内容が報告されること

もない33)｡附属明細書は他の計算書類ととも

に,会社の本店所在地における閲覧によって,

または利用者が合理的な費用を負担してその謄

本または抄本の交付請求によって,開示がなさ

れる(商282条2項)｡このことを考えると,営

業報告書の本質機能という面よりも,むしろ会

社の費用負担の面に重点が置かれることとな

る｡このことから,営業報告書の記載事項は,

必然的に一定の限界を画しなければならない｡

すなわち,営業報告書にほ,閲覧や謄本または

抄本交付の請求をしない株主にも,当然にあき

らかにすることが有益であると考える事項の記

載が要請されるべきであるから,株主に対する

直接開示の効果を考慮した必要有益な比較的少

数の重要な事項に限定せざるを得ない34)｡この

点で,附属明細書を営業報告書に吸収させる考

え方35)が示されている｡開示の本来的精神から

すれば,直接開示が原則ではあろうが36),会社

費用の負担という面で実際的でほないと思われ

る37).また,間接開示となっていた附属明細書

の記載事項を直接開示することにもなり,株主

に対するディスクロージャーという点でそこま

で必要かどうか検討の余地が残る38)0

営業報告書と他の計算書類との関連について

紘,営業報告書がもともと帳簿記録の背景とな

った事実の説明報告書として,貸借対照表およ
び損益計算書に対し補足･補充的性格を帯びて

いるものである39)から,営業報告書についての

附属明細書ほ,今回の昭和56年商法改正後も不

要と解すべきである｡

〔参考書類との関係〕

営業報告書といわゆる参考書類との関係につ

いては,参考書額の場合,会計監査人の監査を

要する会社で,議決権を有する株主の数が1000

人以上の会社が,株主総会の招集通知に議決権

の行使に参考となるよう添付される書類である

(商法特例法条21ノ2)のに対し,営業報告書

の場合,すべての株式会社において作成され,

単位未満株主を除くすべての株主に送付される

点で差異が認められる｡しかし,参考書類も株

主総会の招集通知に添付して株主に直接送付さ

れること,定時株主総会の営業報告書ととも

に,参考書額の多くのものが,利益の処分や取

締役の選任に閲し,議決権を行使するために送

付されることなどを考えると,営業報告書の記

載事項と参考書類の記載事項とほ深い関係を有

するものであるo

したがって法務省令が改正される前におい

て,双方の記載事項の調整は,営業報告書が参

考書類の送付を要しない会社においても作成を

要請されていることを考慮し,営業報告書の記
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載をまず検討し,重複するものについては,そ

のかぎりで参考書類に記載することを要しない

として解決すべきである40)と提言されていた.

そこで,新設された｢大会社の株主総会の招集

通知に添付すべき参考書類等に関する規則｣ 2

粂2項は, ｢同一の株主総会に関して株主に送

付される他の書類に記載されている事項につい

ては,その記載がされている箇所を明らかにす

ることにより,参考書類にすべき記載を省略す

ることができる｡｣と規定する｡

〔有価証券報告書との関係〕

営業報告書と証券取引法適用会社が作成する

有価証券報告書との関係は,有価証券報告書

が,貸借対照表,損益計算書,営業報告書およ

び附属明細書のすべてに対応する書類であり,

それだけで会社の企業内容を開示することを目

的とするもので,株主に直接送付されることは

ない｡これに対して,営業報告書は,貸借対照

表】損益計算書および附属明細書とともに,企

業内容を定時株主総会前に定期的に開示する手

段として,すべての株式会社によって作成され

るものである｡

すなわち,商法上の営業報告書と証券取引法

上の有価証券報告書との差異は,まず】営業報

告書は自動的に株主に対して送付されること,

次に送付時期が定時株主総会前であること,さ

らに,営業報告書は上場会社に限定されず,小

会社を除く株式会社に作成義務が課せられてい

ることおよび開示の相手が株主に限定されてい

ることにある｡これらの点から,商法における

開示は,基礎的なものであるのに対し,証券取

引法における開示は,証券市場から資金を調達

している特質からくる補足的なものと位置づけ

ることができる41),と説かれている｡

〔総会終了後のいわゆる営業報告書との関係〕

なお,実務界では,定時株主総会終了後に株

主に宛てて送付する営業概況その他計算書類等

を含めた会社の財務内容および現況を説明する

小冊子を,営業報告書,事業報告書あるいほ業

務報告書と称し,商法281粂に法定する営業報

(31) 31

告書とは区別して取扱われている｡昭和49年商

法改正後においては, ｢定時総会終了後に送付

する営業報告書｣の積極的な活用が期待されて

いた42).しかし,そこに記載されていた事項の

うち,新製品の宣伝等の事項を除き,昭和57年

改正法務省令でほ,はとんどの事項が法定の記

載事項とされたため,もし,宣伝文書として機

能するように求めるなら,構想を練り直す必要

があろう43)｡しかし,これをもって法定の営業

報告書に代置することは考えられないし,許さ

れないことである｡また,単位株制度の下で

は,単位未満株主には商法281粂1項3号の営

業報告書が送付されないから,総会後にすべて

の株主に送付される営業報告書は,その点で意

味をもつことになる.けれども,株主管理の費

用の合理化を目的の1つとした単位株制度新設

の趣旨からすると,これを認めるべき実質的理

由は,昭和56年商法改正後は失なわれたと解す

べきである44)｡

〔外国の営業報告書類との関係〕

西ドイツ株式法1･60条は,状況報告〔Lage-

bericht〕と説明報告〔Erlauterungsbericht〕と

に大きく2つに分けて, ｢営業報告書において

は,営業の経過および会社の状況〔der Gesch良一

ftsverlauf und die Lage der Gesellschaft〕が叙

述されなければならない｡その営業年度終了後

に生じた特に重大な出来事についても〔auch

tiber Vorgange von besonderer Bedeutung] #

告されなければならない｡｣ (第1項)と規定し,

その第2項第1文では,さらに年度決算書が,

営業報告書において説明されなければならない

ものとされている｡すなわち,第2項第4文で

ほ,その年度決算書と直前の年度決算書との差

輿,特に,計画外減価償却または価額修正の実

行を含めて,評価方法および償却方法の重要な

変更〔namentlich wesentlicbe
Åndernngen der

Bewertungs-und Abscbreibungsmetboden〕が,

詳細な記載は必要ないけれども,究明されなけ

ればならないものと定める｡ここにおいて｢究

明｣ 〔Er8rterung〕とは,政府草案理由書によ
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ると,従前の方法,新規の方法および変更の理

由が記載されることである45).その第3項で

ほ, 11の記載事項が列挙され,営業報告書に記

載されなければならないと規定する｡

西ドイツ株式法における営業報告書の特徴

は,会社の状況に関する報告と会計部分に関す

る報告とから成り立っていることである｡この

点において,わが国の計算書額附属明細書の記

載事項に相当するものが,営業報告書の記載事

項となっているといえよう｡ただ,考慮してお

く′べきことは,西ドイツ株式法には,わが国の

附属明細書に該当する制度がないということで

ある｡わが国の附属明細書の役割を,営業報告

書が兼ねているのであるoそして,これらの報

告に際しては,良心的かつ忠実な弁明の諸原則

に〔den Grundsatzen einer gewissenhaften und

getreuen Rechenscbaft〕適合しなければならな

い(第4項)とされている｡

アメリカ合衆国の株主宛年次報告書〔annual

report〕ほ,貸借対照表および損益計算書を含

んだ営業の概況〔summary of operation〕およ

び財務状態の報告書であるといわれている.午

次報告書は,株主総会の前に株主に送付され

る｡しかし,すべての会社が年次報告書を準備

するものでほないが, 1934年証券取引所法の

下での証券取引委員会〔Securities Exchange

Committee〕規則の適用を受ける会社において

ほ,年次報告書はすべての株主に送付されなけ

ればならない46).

イギリス会社法においてほ,企業経営の開示

ほ,取締役報告書〔directors'report〕において

なされる｡貸借対照表に添付され,貸借対照表

によって提供された会社の財務情報の基礎をな

す会社の業務状況を株主に報告する機能をもつ

ものである｡その目的ほ,財務諸表では開示し

えない重要な情報を取締役の責任において開示

せしめ,取締役が株主の信認に応えるようその

職務を遂行しているかどうかの判断資料たらし

めるにある｡記載事項は,会社の業務の状況,

取締役が勧告した利益配当支払額,取締役の提

案した準備金-の繰入額(法定の資本準備金以

外の準備金-の繰入額)のほかに,詳細な追加

事項を開示している｡たとえば,個別の事業毎

に取引高の割合･有利性,従業員数,政治･慈

善目的の寄附,輸出の明細,各取締役が保有す

る当該会社の株式･社債等であり,これらの開

示が求められている｡取締役報告書は,取桁役

が作成し,株主総会の21日前に,株主･社債権

著その他貸借対照表の写しの受領権限を有する

老に宛てて送付される(1948年会社法157条,

158条, 1967年会社法15条-24条, 1981年会社

法13条-16条)
47).

フランスの1966年会社法では,取締役会また

は董事会は,会社の業務執行およびその事業の

進行状況について,株主が事情を知って意見を

決定し,かつ調査したうえで判断を下すことが

できるように,それに必要な一定の書煩を株主

に送付し,または閲覧に供しなければならない

(162条1項)と定め,その書類および株主に対

する書煩の送付または閲覧の条件を1967年命令

に委ねることとし(162条2項),命令135粂は,

詳細に規定している48)o

ヨーロッパ会社法案における年次報告書に

は,会社の業務および状況の進展についての詳

細な状況を記載しなければならない(195条1

項)と定め,年次報告書には,本法の他の条項

において必要とされる事項のはかに,いかなる

場合にも, (a)年次の終了後生じた重要な事実,

(ち)会社の将来の進展の見通し, (c)特に研究及

び開発の分野における資本使用の提案,その規

模およびそれに伴なって生じる支出の額を記載

しなければならない(195粂2項)と規定する49).

いずれの国も,共通していえることは,営業

報告書の内容として,営業の概況および財務内

容の補足説明の双方を記載事項としていること

である｡

営業報告書とは何か,という問題を検討する

には,営業報告書の法的性質を明確にしておく

ことがもとより不可欠であることに異論はな

い｡しかしながら,いかなる書類を営業報告書
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と考えるべきかの一般的な基準はあっても,負

体的基準に欠けていること,諸外国においても

わが国の営業報告書に相当するものが法定され

てほいるが,その内容は様々であることなどの

ため,営業報告書の法的性質を明らかにするこ

とは難しい問題となっている｡

結局,営業報告書が株主総会招集通知の添付

書類との関連において,その記載事項が直接開

示の対象とされていることから,株主に直接開

示する必要のある情報にはどのようなものがあ

るかを検討し,その結果得られたものが,わが

国における営業報告書と解すべきことになる｡
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正の論点』 (商事法務研究会, 1976 ･3) 131貢
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書及び附属明細書については,法制審議会の答

申とその審議の内容を尊重し,社会的責任が明
示できるよう十分な内容のものとすること｡｣

が,他方,昭和56年6月2日の参議院法務委員

会では,附帯決議として, ｢四,営業報告書及
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も,企業の社会的責任を直接の問題としている｡

4)矢沢=河本=清水=竹中｢会社法改正に関する問
題点の研究｣ 『会社法根本改正の論点』(商事法

務研究会, 1976･3) 82貢(清水発言)｡もっと

も,昭和35年6月22日に,企業会計審議会より

発表された連続意見書第1 ｢財務諸表の体系に

ついて｣の三｢企業会計原則と商法｣の3 ｢営

業報告書｣は,すでに営業報告書の作成方法と

記載事項について新たに規定を設けることが望

ましい,との提言をしていた｡

5)稲葉威雄｢会社法改正に関する各界意見の分

析｣ 『商法改正甘こ関する各界意見の分析』別冊

商事法務No. 51 (商事法務研究会, 1981 ･ 7)

38頁参照｡黒沢 清｢新営業報告書諭｣ 『産業

経理』39巻4号(1979･4) 4京参照｡

6)元木=稲葉｢株式制度改正試案に対する各界意
見の分析｣ 『商法改正に関する各界意見の分析』

別冊商事法務No. 51 (商事法務研究会, 1981･

7) 74京, 81頁参照｡

7)元木=稲葉=溝崎｢株式会社機関改正試案に対す

る各界意見の分析｣ 『商法改正に関する各界意

見の分析』別冊商事法務No, 51 (商事法務研

究会, 1981 ･ 7) 93, 130-131, 146頁参照｡

8)竹内=元木=窪内=河村=村山=斎藤=竹中(司会)

｢会社の計算･公開改正試案の重点解説〔上〕｣

『商事法務』859号(1980 ･ 1) 8京(元木発言),
並木俊守『商法改正試案の解説』 (有信堂高文
社, 1980 ･ 7) 242京参照.

9)その他の反対理由としては,これまで営業報告

書は,企業の-営業年度の営業の概況を通常の

文書でもって記載したものと理解されてきた

が,その記載内容を法定することによって,性

格が変わり,専門的知識を有しない一般株主に

対し,会社の営業概況を平易かつ簡明に伝達す

るという役割をはなれ,有機的に全体として有
する意味を失い,法定開示事項を相互に関連な

く羅列的に記載する結果となり,読みづらいも

のとなるということが挙げられている(元木=
稲葉=潰崎｢株式会社の計算･公開改正試案に

対する各界意見の分析｣ 『商法改正に関する各

界意見の分析』別冊商事法務No. 51 (商事蔭
務研究会, 19凱･7) 155京)0

なお,慶応義塾大学商法研究会｢株式会社の

計算･公開に関する改正意見｣ 『法学研究』 53

巻6号(1980･6) 104頁は, ｢株式会社の計算

･公開に関する改正試案｣が,業務報告書の記
載事項としてあげているところは,その内容が

種々雑多である上,実質株主にとって役立たな

いようなものも含まれていると指摘するととも

に,営業報告書にほ,貸借対照表および損益計
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算書の上に充分に現われないが,企業所有者と

しての株主が把握しておく必要のある会社経営

の実態に関する事項を記載すべきであると解

し,営業報告書に取締役の会社経営に関する弁

明書としての性格をもたせ,その内容が株主に

直接に開示されることと,企業秘密に関する事

項を除外することを前提として,その記載事項

を再検討する必要があると提言していた｡すな

わち,具体的には,会社の目的たる事業ごとの

営業成績,過去数年の営業成績の比較,大株主

とその持株数,大口債権者とその金額並びに担

保物,取締役の業務分担,持株数とその変化,

従業員の数と配置の概要,将来特に次年度の事

業計画とその進行見込み,その他会社の業務甘こ

関してその営業年度及び決算期後に生じた重要
な事項を記載すべきものとするのが妥当であ

る,という提案をしている｡

10)元木=稲葉=慣崎｢株式会社の計算･公開改正試

案に対する各界意見の分析｣前掲154-155貢参
照｡

ll)元木=稲葉=潰崎｢株式会社の計算･公開改正試
案に対する各界意見の分析｣前掲156頁参照｡

12)元木=稲葉=慣崎｢株式会社の計算･公開改正試
案に対する各界意見の分析｣前掲156頁参照｡

13) ｢株式会社の計算･公開に関する改正試案｣の

段階では,一定規模以上の会社とは,資本の額
が5億円以上の会社か, 1年間の営業による収

入が200億円以上の会社か,貸借対照表の負債

の部の合計が100億円以上の会社のいずれかに

該当する会社であった｡

14)元木=稲葉=漬崎｢株式会社の計算･公開改正試
案軒こ対する各界意見の分析｣前掲173頁参照o

15)並木･前掲苔243頁参照o

16)会社法の全面改正をまたずに, 3つの試案が公

表された段階で要綱案をこ着手したその理由は,

次のようなものであった(元木 伸｢株式会社

法の早期改正方針の決定について｣ 『商事法務』

844号(1979･7) 2-3貢｡同『改正商法逐条解

説』 (商事法務研究会, 1981･12) 7-8貢)0

①航空機疑惑事件に端を発した企業の非行防止

･企業倫理確立のため,企業の自主的監視制度
を強化すべきであるとの社会的要請に応える必
要があったこと｡ ②審議開始以来4年余を経過

し,全部の検討を終えるまで待てば内容が古く
なり,時代にマッチしなくなるおそれがあるこ

と｡ ③前記3試案は7項目中の4項目を含んで

おり,さらに社会的責任をカバーするので,会

社法改正の重要問題はほぼ網羅され,これだけ
をまとめても充分意義が認められること｡ ④社

会的要請が強いので法案成立の可能性が高いこ
と｡

17)元木=稲葉｢商法等の一部を改正する法律の概
要｣ 『改正商法の概要』商事法務別冊50号(1981

･7) 45頁｡

18)前田=稲葉他共編『改正商法-要説と実務問題

の解明』(財務詳報社, 1981
･

1) 220-222頁参

照｡竹内昭夫『改正会社法解説』 (有斐閣, 1981

･2) 183頁ほ,少くとも｢業務報告書｣として

お桝ま,従来の営業報告書の内容について法律
上の規定がなかったことは,業務報告書の内容

について法律上の規定をする妨捌こほならなか

ったであろう,と指摘されている｡
19)この点について鴻(司会) =北沢=竹内=龍田=前

田｢会社法改正要綱をめぐって-第5回｣ 『ジ

ュリスト』 740号(1981･5) 121貫(鴻発言,

前田発言)参照｡

20)元木=稲葉｢商法等の一部を改正する法律の概
要｣前掲45京｡並木･前掲書242頁参照｡竹内=

元木=窪内=河村=村山=斎藤=竹中(司会) ｢会社

の計算･公開改正試案の重点解説(上)｣ 『商事

法務』859号(1980 ･ 1) 14-15頁(元木発言)
参照｡

21)ただ,このように改正したからといって,大小

会社の区別をしないで,一律に記載方法を定め

るということを前提とするものではなく,むし

ろ,大会社と中小会社を区別して,法務省令に
定めることを考えての改正である(元木=稲葉

｢商法等の一部を改正する法律の概要｣前掲45-

46京)ことが指摘されている｡

22) ｢商法等の一部を改正する法律案逐条説明｣ (昭

和56年3月24日)第1粂64第283条の改正｡

23)公表されたといっても,今までの3つの試案と

ほ取扱いを異にしている｡まず,すでに施行さ
れている新株引受権附社債(商341条ノ8以下)

の部分を除いて,改正商法の昭和57年10月1日
施行までに時間的余裕がないこと,次に,株式

会社の計算･公開中こ関する改正試案のなかで,

営業報告書の記載事項は,附属明細書の記載事

項とともに,すでに(注)のかたちで素案を提

示していることなどの理由のために,関係各界

に意見照会をせず,公表された｢問題点｣の内
容について各関係国体等で自発的に検討した結

果の意見をとりまとめるという形式を採用して

いる点で,従来の各改正試案の場合と異なる(柄
葉威雄｢法務省令制定に関する問題点について
(上)｣ 『商事法務』920号(1981

･

10) 3頁)｡

24)稲葉威雄｢法務省令制定に関する各界意見の分
析｣ 『商事法務』928号(1981･1) 6頁参照｡

25)商法研究会｢営業報告書のあり方と商法規定｣
『企業会計』 31巻12号(1979

･

12) 113-114京

(高鳥発言)｡

26)たとえば, 『商事法務研究』91号(1958･2) 52

真の｢主要事業会社の営業報告書における計算

書渠の用語･様式及び作成方法の実態｣は,広

義の営業報告書を意味する｡なお,営業報告

書を含めた計算書病の統括的名称として｢考課
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状｣という表現が用いられていたこともある

(佐藤孝一｢『営業報告書』の総合的研究｣ 『企業

会計』26巻14号(1974
･ 12) 5京参照)o

27)元木 伸『改正商法逐条解説』 (商事法務研究

会, 1981 ･

12) 177-178頁参照｡

28)服部栄三『注釈会社法(6)株式会社の計算(大森=

矢沢編)』 (有斐閣, 1970･6) 21頁｡

29)当初から,このように解されていた(松波仁一
郎『改正日本会社法』 (有斐閣書房, 1920･2)

1285貫参照)し,たとえば,松本桑治『増補註釈

株式会社法』 (有斐閣, 1949
･4) 163京は, ｢営

業報告書とは前営業年度の会社営業状況の梗概

を示す報告書を云ひ,会社の役員及株主の異動,

株主総会の議事其の他登記せられたる事項等を

も記載するを常とするo｣と解している.

30)吉永栄助｢計算書類｣ 『株式会社法講座(田中

耕太郎編)第4巻』 (有斐閣, 1964･10) 1501

頁｡

31) ｢営業報告書｣として定めるものに,証券取引法

53条･証券会社に関する省令5条･様式1号,
｢業務報告書｣として定めるものに,銀行法19

条･同施行規則18条2項･様式3号,｢事業報告

書｣として定めるものに,保険業法82条･同施
行規則24条･書式1号などがある｡

32)商法研究会｢営業報告書のあり方と商法規定｣
前掲114貢(倉沢および清水発言)参照｡

33)ただし,附属明細書の記載事項についても,そ

れが計算書類の承認,営業報告書の内容の報告

など,会議の目的たる事項に関するかぎりは,
取締役および監査役は,株主の正当な説明請求

に応じなければならない(神崎克郎｢営業報告
書｣ 『企業会計』34巻6号(1982･6) 20頁)0

34)蓮井良憲｢営業報告書について｣ 『法政研究』

47巻2-4合併号(1981
･

3) 65貢｡神崎克郎｢営
業報告書の記載内容と開示｣ 『税経通信』 36巻

14号(1981
･

ll) 82頁o

35)商法研究会｢営業報告書のあり方と商法規定｣
前掲109頁(宮島 司報告)｡比較的古い文献で

はあるが,同趣旨の学説として,岩田 巌｢フ

ットノ-トと営業報告書｣ 『産業経理』8巻5

号(1948 ･5) 12頁以下がある｡

36)増田和夫｢営業報告書と附属明細書の記載事項
について｣ 『三重法経セミナー』 37号(1982･

4) 5貫o

37)費用という点では,西ドイツの場合,実態調査

の結果,その費用を削減する傾向にあるという
(広島修道大学総合研究所営業報告書研究グル

ープ編｢ディスクT=-ジャーと営業報告書｣
『広島修道大学研究叢書』10号(1981 ･ 3) 63

頁)｡なお,大矢知浩司｢日米営業報告書の実
態｣ 『企業会計』 31巻8号(1979･8) 140-142

頁参照,同｢西ドイツ･オランダ･スイス企業

の年次事業報告書｣ 『彦根論叢』215号(198■2 ･

(35) 35

7) 40頁参照｡神田秀樹｢営業報告書の記載事
項｣ 『民商法雑誌』86巻4号(1982･7) 9京参

照｡窪田義正｢営業報告書の法制化と実務上の
問題点｣ 『税経通信』 37巻9号(1982･7) 45

頁参照｡

38)商法研究会｢営業報告書のあり方と商法規定｣

前掲119頁(阪埜光男-まとめ)参照｡

39)武田隆二｢営業報告書と附属明細書の役割区
画｣ 『税経通信』 34巻13号(1979

･

ll) 107頁｡

40)神崎克郎｢営業報告書の記載内容と開示｣前掲
83貢参照｡

41)稲葉威雄『改正会社法』 (金融財政事情研究会,

1982･7) 300頁｡神崎克郎｢営業報告書｣前掲

20-21貫｡なお,有価証券報告書との関係で,
営業報告書の必要性を説くものに,新井益太郎

｢営業報告書を考える｣ 『産業経理』 39巻11号
(1979 ･

ll) 11貢がある｡

42)経済同友会経営方策審議会は,昭和48年3月16
日に, ｢社会と企業の相互信頼の確立を求めて｣

と題する提言をまとめ,企業の責任遂行の具体

的方策として,この種の営業報告書の刷新を主

張している(『商事法務』 626号(1973･4) 23

頁参照｡ ｢『法務省令制定に関する問題点』に関

する各界意見｣ 『代行リポート』(東洋信託銀

行) 60号別冊(1982･2) 5頁(経団連)参照｡

横田正雄｢新しい営業報告書の様式と内容｣

『商事法務』635号(1973･7) 6-7貢参照｡南

忠彦｢商法改正案による新しい営業報告書の記

載内容について｣ 『商事法務』652号(1973･

12) 8貢参照o なお,山村忠平｢商法規定と営

業報告書｣ 『企業会計』 12巻3号(1960･3)

58貢は,株主報告書という表現を使われてい
るo

43)営業報告書と事業報告書の相違については,武

田隆二｢営業報告書の在り方｣ 『産業経理』39巻

6号(1979 ･

6) 50-51頁参照｡なお,増谷裕久
｢米国における証券法以前のアニュアル･リポ

ートの研究｣
『企業会計』 31巻7号(1979･7)

33真によると,我が国の企業が英文で発行する
Annual Reportは,欧米各国のものに比しても

立派なものであると指摘している｡

44)稲葉威雄｢商法等の改正に伴う法務省令につい

て(4)｣『商事法務』 941号(1982 ･ 6) 17頁参照｡

ただ,事業報告書は,株主に対してばかりでな

く】官公庁の指名業者になるための指名願いで

あるとか,取引先,金融検閲に対する報告,釈

卒者の採用に当って利用されているとこのこと

である(河本=稲葉=村山=窪内=向後=赤木=中村

=竹中(司会) ｢営業報告書の記載事項(1)｣ 『商

事法務』943号(1982･6) 23頁(窪内発言)参

照)a

45)慶応義塾大学商法研究会訳『西独株式法』 (慶

応通信, 1969 ･

3) 300-303頁, Kropff, Akti-
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engesetz, 1965, S. 258.なお,この規定の意味

合いほ,主として,秘密準備金の領域にある(顔

応義塾大学商法研究会訳『西ドイツ株式法草案

および理由書〔1960年〕』 (慶応通信, 1967･

5) 295頁)0

46) Cross, Corporation Law in Connecticut, 1972,

p. 119. Folk, The Delaware GeneralCorpo･

ration Law, 1972, p. 205.並木俊守『アメリカ
会社法』 (東洋経済, 1970･6) 143頁参照｡

47)取締役報告書は,どちらかといえば財務の概況
報告が中心である(大矢知浩司｢イギリス営業

報告書の現状｣ 『会計』118巻2号(1980 ･8) 23

頁)0
Pennington's Company Law, 1979, p. 621.

PALMER'S COMPANY LAW, 1976, pp.

752-759. 1981年会社法は,取締役報告書の一

般的要件に子会社に関する公正な概観等を含ま

しめ,かつ,会社の自己株式攻得の明細を記載

させるなどの重要な改正を行なっている(中川
美佐子｢英国1981年会社法の概要(3)｣ 『国際商

事法務』 (1982 ･ 9) 558-560貫参照｡ Leigb and

Edey, COMPANIES ACT 1981, 1981, pp･ 51-

52),なお.オーストラリアにおけるDirectors'

Reportにほ,取締役の氏名をはじめ取締役会の

責任を明確化するための項目等21項目が記入さ

れる(後藤文彦｢オーストラリア営業報告書の
現状｣ 『会計』118巻2号(1980 ･8) 39-42頁参

照.大倉義雄｢オーストラリア営業報告書の一

研究｣ 『会計』96巻6号(1969
･

12) 166貢参照｡

48)早稲田大学フランス商法研究会『注釈フランス
会社法』第2巻(成文堂, 1977･11) 729-734
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